
【歳入】
 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 68,400 千円

（H31地方消費税交付金予算額　159,000千円×7/17）

【歳出】

千円

(単位：千円)

国(県)
支出金

地方債 その他

地方消費税
交付金
(社会保障
 財源分)

その他

福祉医療給付事業 54,960 19,980 0 0 2,358 32,622

障害者福祉事業 226,067 151,925 0 300 4,977 68,865

高齢者福祉事業 187,745 4,353 0 3,319 12,138 167,935

児童福祉事業 234,617 86,053 8,500 17,229 8,280 114,555

母子福祉事業 1,905 0 0 0 129 1,776

小　　　計 705,294 262,311 8,500 20,848 27,882 385,753

国民健康保険特別会計繰出金 103,170 42,992 0 0 4,152 56,026

後期高齢者医療特別会計繰出金 31,281 23,460 0 0 524 7,297

介護保険事業特別会計繰出金 111,901 861 0 0 7,373 103,667

小　　　計 246,352 67,313 0 0 12,049 166,990

健康増進事業 17,772 2,617 0 2,421 858 11,876

がん検診等事業 5,970 0 0 2,126 259 3,585

病院事業会計繰出金 377,055 0 0 667 25,370 351,018

古海診療所特別会計繰出金 1,499 0 0 0 101 1,398

予防対策事業 20,493 160 0 0 1,371 18,962

母子保健事業 8,090 498 0 20 510 7,062

小　　　計 430,879 3,275 0 5,234 28,469 393,901

1,382,525 332,899 8,500 26,082 68,400 946,644
※１

※２

※３ 上記経費については、事務費及び職員の職員給与費等を除いています。

地方消費税交付金（社会保障財源分）の充当状況

　地方消費税交付金のうち消費税引上げに伴う増収分については、「消費税法第１条第２項に
規定する経費（年金、医療、介護、少子化対策）その他の社会保障施策（社会福祉、社会保
険、保健衛生に関する施策）に要する経費に充てるものとする」とされています。

　平成31年度信濃町一般会計予算における社会保障施策経費への充当状況については、下記の
とおりです。

1,382,525

財 源 内 訳
特 定 財 源  一 般 財 源

合　　　計
地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、地方消費税交付金の平成31年度予算額の17分の7に相当する額。

 地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保
障施策に要する経費

区    分
平成31年度
当 初 予 算

社
会
福
祉

社
会
保
険

地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、「社会保障４経費」（制度として確立された年金、医療及び介護の社会
保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費）に係る事業へ按分し充当しています。

保
健
衛
生


